
第１　一般原則

 基本方針

適 否

適 否

適 否

留意事項等

熊本市　指定障害福祉サービス事業者　自己点検表

確認項目 確認事項

  （令和６年度　計画相談支援・障害児相談支援）

4330100779

センター長　園田英樹

（１）利用者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるように配慮して行っているか。
利用者の心身の状況、その置かれている環境等に応じて、利用者等の選択に基づき、適切な保健、医療、福
祉、就労支援、教育等のサービス（福祉サービス）が、多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよ
う配慮して行っているか。

（２）利用者又は障害児の保護者（利用者等）の意思及び人格を尊重し、常に当該利用者の立場に立って行っ
ているか。

（３）利用者等に提供される福祉サービス等が特定の種類又は特定の障害福祉サービス事業者に不当に偏るこ
とのないよう、公正中立に行っているか。

事業所番号

点検日

点検者（職・氏名）

社会福祉法人　明徳会

熊本市障がい者相談支援センターチャレンジ

法人名

事業所名

左の結果



適 否

適 否

適 否

適 否

第２　人員に関する基準

　兼務の有無 有 ・ 無

　※兼務がある場合は、職種等の記載 （ ）

適 否

（例）平成18年度修了者
・1回目：平成19年度　～　平成23年度の
間
・2回目：平成24年度　～　平成28年度の
間
・3回目：平成29年度　～　令和３年度の

利用者の数 　 （ 人）

相談支援専門員の数 （ 人）

　兼務の有無 有 ・ 無

　※兼務がある場合は、職種等の記載 （ ）

適 否

適 否

適 否

（６）利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行うとともに、その従業者に対し、研
修を実施する等の措置を講じるよう努めているか。

（２）相談支援専門員は、相談支援初任者研修修了年度の翌年度を初年度とする同年度以降の５年度ごとに相
談支援従事者現任研修を修了しているか。

１ 従業者の員数

２ 管理者

３ 従たる事業所を
設置する場合におけ

る特例

適 否

（４）市や障害福祉サービス事業者その他関係者との連携を図り、地域において必要な社会資源の改善及び開
発に努めているか。

（５）自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図っているか。

（３）相談支援専門員の配置は、1ヶ月平均の利用者の数が35件に対して1人を標準としているか。（利用者の
数は前6月の平均値とする。ただし、新規に指定を受ける場合は、推定数とする。）

（１）事業者は、事業所ごとに専らその職務に従事する管理者を置いているか。
（ただし、指定相談事業所の管理上支障がない場合は、当該指定相談支援事業所の他の職務に従事させ、又は
他の事業所、施設等の職務に従事させることができるものとする。）

基幹相談支援センター　相談員

（７）指定計画相談支援の提供の終了に際して、利用者又はその家族に対して適切な援助を行うとともに、福
祉サービス等を提供する者との密接な連携に努めているか。

（１）事業所ごとに専従の相談支援専門員を置いているか。
（ただし、指定特定計画相談支援及び障害児相談支援の業務に支障がない場合は、当該指定特定相談支援事業
所の他の職務に従事させ、又は他の事業所、施設等の職務に従事させることができるものとする。）

基幹相談支援センター　相談員

 主たる事業所と一体的に管理運営を行う事業所（従たる事業所）を設置する場合において、事業所ごとに専
らその職務に従事する相談支援専門員を置いているか。

【従たる事業所を設置する場合の特例】
※以下の①及び②の要件を満たすこと。
①人員及び設備に関する要件
・「従たる事業所」において専従の従業者が１人以上確保されていること。
・「主たる事業所」と「従たる事業所」との間の距離がおおむね30分以内で移動可能な距離であって、相談支
援専門員の業務の遂行上支障がないこと。
・利用者の支援に支障がない場合には、基準に定める設備の全部又は一部を設けないこととしても差し支えな
いこと。
②運営に関する要件
・利用申込みに係る調整、職員に対する技術的指導等が一体的に行われること。
・職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されていること。（必要な場合には随時、主たる事業所と従た
る事業所との間で相互支援が行える体制（例えば、当該従たる事業所の従業員が急病の場合等に、主たる事業
所から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。）
・苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。
・事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運営規程が定められていること。
・人事、給与、福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われるとともに、主たる事業所と当該従
たる事業所の会計が一元的に管理されていること。



第３　運営に関する基準

○説明状況  　               　                    

☑　全員に説明済み

□　一部未終了（未終了者　　　人）

□　説明未終了   

○書面交付状況

☑　契約書 ☑　重要事項説明書（同意書） 　□　その他（　　　　　　　　　）

☑ア　経営者の名称及び主たる事務所の所在地

☑イ　提供する指定計画相談支援の内容

☑ウ　利用者が支払うべき額に関する事項

☑エ　サービス提供開始年月日

☑オ　苦情受付窓口

(1)　利用に係る契約をしたときは、その旨を市に対し遅滞なく報告しているか。※　市指定様式 適 否

適 否

※利用者及び事業者双方の保護の立場か
ら、書面による確認が望ましい。
※運営規程の概要、従業員の勤務体制、事
故発生時の対応、苦情 処理の体制等の利
用申込者がサービスを選択するために必要
な事項を説明し、同意を得ること。

(2)事業者は、サービス等利用計画を作成したときは、その写しを市に対し遅滞なく提出しているか。

（2）福祉サービスを利用するための契約が成立したときは、次に掲げる事項を記載した書面の交付を行って
いるか。また、その場合、利用者の障害の特性に応じた適切な配慮をしているか。

（１）利用の申込みがあったときは、当該利用申込者に係る障害の特性に応じた適切な配慮をしつつ、当該利
用申込者に対し、運営規程の概要、その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要事項を記
した文書を交付して説明を行い、サービスの提供の開始について当該利用申込者の同意を得ているか。

否

適

適

３ 従たる事業所を
設置する場合におけ

る特例

適 否

否

適 否

２ 契約内容の報告等

３ 提供拒否の禁止

 主たる事業所と一体的に管理運営を行う事業所（従たる事業所）を設置する場合において、事業所ごとに専
らその職務に従事する相談支援専門員を置いているか。

【従たる事業所を設置する場合の特例】
※以下の①及び②の要件を満たすこと。
①人員及び設備に関する要件
・「従たる事業所」において専従の従業者が１人以上確保されていること。
・「主たる事業所」と「従たる事業所」との間の距離がおおむね30分以内で移動可能な距離であって、相談支
援専門員の業務の遂行上支障がないこと。
・利用者の支援に支障がない場合には、基準に定める設備の全部又は一部を設けないこととしても差し支えな
いこと。
②運営に関する要件
・利用申込みに係る調整、職員に対する技術的指導等が一体的に行われること。
・職員の勤務体制、勤務内容等が一元的に管理されていること。（必要な場合には随時、主たる事業所と従た
る事業所との間で相互支援が行える体制（例えば、当該従たる事業所の従業員が急病の場合等に、主たる事業
所から急遽代替要員を派遣できるような体制）にあること。）
・苦情処理や損害賠償等に際して、一体的な対応ができる体制にあること。
・事業の目的や運営方針、営業日や営業時間、利用料等を定める同一の運営規程が定められていること。
・人事、給与、福利厚生等の勤務条件等による職員管理が一元的に行われるとともに、主たる事業所と当該従
たる事業所の会計が一元的に管理されていること。

１ 内容及び手続き
の説明

正当な理由がなく、サービスの提供を拒んでいないか。
※提供を拒むことのできる正当な理由がある場合
①当該事業者の現員からは利用申込に応じきれない場合
②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合
③当該事業所の運営規程において主たる対象とする障害の種類を定めている場合であって、これに該当しない
者から利用申し込みがあった場合
④その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合等



４ サービス提供困
難時の対応 適 否

５ 受給資格の確認

適 否

６ー１支給決定又は
地域相談支援給付決
定の申請に係る援助

適 否

６－２通所給付決定
の申請に係る援助

適 否

７ 身分を証する書
類の携行

適 否

適 否

適 否 　

適 否
※利用者負担額とその他の費用による額が
区分して記載されているか｡

○告知方法

□　契約書 　☑　重要事項説明書（同意書）

□　その他（　　　　　　　　　　　　）

９ 利用者負担額に
係る管理

適 否

適 否

適

(1)法定代理受領を行わないサービスを提供した際は、利用者等から当該サービスに係る基準額の支払を受け
ているか。

　通常の事業の実施地域等を勘案し、利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難である場合
は、適当な他の事業者の紹介その他の必要な措置を速やかに講じているか。

　サービスの提供に際し、利用者の提示する受給者証又は計画相談支援受給者証によって、支給対象者である
こと、支給決定の有無、支給決定の有効期間、支給量等を確かめているか。

　支給決定又は地域相談支援給付決定に通常要すべき標準的な期間を考慮し、支給決定の有効期間又は地域相
談支援給付決定の有効期間の終了に伴う支給決定又は地域相談支援給付決定の申請について、必要な援助を
行っているか。

　当該事業所の相談支援専門員に身分を証する書類を携行させ、初回訪問時及び利用者又はその家族から求め
られたときは、これを提示すべき旨を指導しているか。

否

(1)法定代理受領により市からサービスに係る計画相談支援給付費の支給を受けた場合は、利用者等に対し、
当該利用者に係る計画相談支援給付費の額を通知しているか。

※「あらかじめ」とは、重要事項説明書に
交通費徴収の規定が盛り込まれるなど事前
の告知行為が明確にされている必要があ
る。サービス提供後の請求段階で具体的な
告知を行うことは許されない。

(2)利用者等の選定により通常の事業の実施地域以外の地域においてサービスを提供する場合は、それに要し
た交通費の額の支払を受けることができるが、支払いを受けているか。

適 否

(3)上記(1)及び(2)に掲げる費用の額の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を支払っ
た利用者等に対し交付しているか。

(4)上記(2)の交通費については、あらかじめ、利用者等に対し、当該サービスの内容及び費用について説明を
行い、利用者等の同意を得ているか。

３ 提供拒否の禁止

８ 計画相談支援給
付費の額等の受領

10 計画相談支援給
付費の額に係る通知
等

　指定障害児相談支援事業者は、通所給付決定に通常要すべき標準的な期間を考慮し、通所給付決定の有効期
間の終了に伴う通所給付決定の申請について、必要な援助を行っているか。

　指定計画相談支援を提供している計画相談支援対象障害者等が当該指定計画相談支援と同一の月に受けた指
定障害福祉サービス等につき法第29条第3項第2号に掲げる額の合計額（利用者負担額合計額）を算定している
か。この場合において、利用者負担額合計額を市に報告するとともに、当該計画相談支援対象障害者等及び当
該計画相談支援対象障害者等に対し指定障害福祉サービス等を提供した指定障害福祉サービス事業者等に通知
しているか。

正当な理由がなく、サービスの提供を拒んでいないか。
※提供を拒むことのできる正当な理由がある場合
①当該事業者の現員からは利用申込に応じきれない場合
②利用申込者の居住地が当該事業所の通常の事業の実施地域外である場合
③当該事業所の運営規程において主たる対象とする障害の種類を定めている場合であって、これに該当しない
者から利用申し込みがあった場合
④その他利用申込者に対し自ら適切なサービスを提供することが困難な場合等



○記載事項

☑　費用の額

□　その他必要と認められる事項

11 指定計画相談支
援の具体的取扱方針 適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

※特定の福祉サービス等の事業を行う者に
不当に偏した情報を提供するようなこと
や、利用者等の選択を求めることなく同一
の事業主体の福祉サービスのみによるサー
ビス等利用計画案を最初から掲示すること
があってはならない。

適 否

※特定の福祉サービス等の事業を行う者に
不当に偏した情報を提供するようなこと
や、利用者等の選択を求めることなく同一
の事業主体の福祉サービスのみによるサー
ビス等利用計画案を最初から掲示すること
があってはならない。

適 否

(4)ー１　相談支援専門員は、サービス利用計画の作成の開始に当たっては、利用者等によるサービスの選択
に資するよう、当該地域における指定障害福祉サービス事業者等又は指定一般相談支援事業者に関するサービ
スの内容、利用料等の情報を適正に利用者又はその家族に対して提供しているか。

適 否

(3)ー２　相談支援専門員は、障害児支援利用計画の作成に当たっては、障害児の日常生活全般を支援する観
点から、指定通所支援に加えて、指定通所支援以外の福祉サービス等、当該地域の住民による自発的な活動に
よるサービス等の利用も含めて障害児支援利用計画上に位置づけるよう努めているか。

(4)ー２　相談支援専門員は、障害児支援利用計画の作成に当たっては、障害児の日常生活全般を支援する観
点から、指定通所支援に加えて、指定通所支援以外の福祉サービス等、当該地域の住民による自発的な活動に
よるサービス等の利用も含めて障害児支援利用計画上に位置付けるよう努めているか。

☑　サービス提供内容

(2)相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に当たっては、利用者の自立した日常生活の支援を効果的
に行うため、利用者の心身又は家族の状況等に応じ、継続的かつ計画的に適切な福祉サービス等の利用が行わ
れるようにしているか。

(3)ー１　相談支援専門員は、サービス利用計画の作成に当たっては、利用者の日常生活全般を支援する観点
から、指定障害福祉サービス等又は特定地域相談支援に加えて、指定障害福祉サービス等又は特定地域相談支
援以外の福祉サービス等、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等の利用も含めてサービス利用
計画上に位置付けるよう努めているか。

(5)　相談支援専門員は、サービス利用計画の作成に当たっては、適切な方法により、利用者について、その
心身の状況、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望する生活や利用者
が自立した日常生活を営むことができるよう支援する上で解決すべき課題等の把握（アセスメント）を行って
いるか。

10 計画相談支援給
付費の額に係る通知
等

12 指定計画相談 支
援におけるサービス
利用支援の方針

(2)８の(1)の法定代理受領を行わないサービスに係る費用の支払を受けた場合は、サービス提供証明書を利用
者等に対して交付しているか。

(1)管理者は、相談支援専門員に基本相談支援に関する業務及びサービス利用計画の作成に関する業務を担当
させているか。

(2)指定計画相談支援の提供に当たっては、利用者等の立場に立って懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又
はその家族に対し、サービスの提供方法等について理解しやすいように説明を行なうとともに、必要に応じ、
同じ障害を有する者による支援等適切な手法を通じ行っているか。

(1)相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成に当たっては、利用者の希望等を踏まえて作成するように
努めているか。



適 否

※アセスメントの実施に当たっては、必ず
利用者の居宅、障害者支援施設等、精神科
病院を訪問し、利用者及びその家族に面接
して行わなければならない。

適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

(6)相談支援専門員は、アセスメントに当たっては、利用者の居宅等を訪問し、利用者及びその家族に面接し
て行なっているか。
この場合において、相談支援専門員は、面接の趣旨を利用者及びその家族に対して十分に説明し、理解を得て
いるか。

☑市に対するモニタリング期間に係る提案 　☑利用者及びその家族の生活に対する意向

(7)ー１相談支援専門員は、利用者についてのアセスメントに基づき、当該地域における指定障害福祉サービ
ス等又は指定地域相談支援が提供される体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべき課題
等に対応するための最も適切な福祉サービス等の組み合わせについて検討し、右記を記載したサービス等利用
計画案を作成しているか。

(12)相談支援専門員は、サービス担当者会議を踏まえたサービス等利用計画案及び障害児支援利用計画案の内
容について、利用者又はその家族に対して説明し、文書により利用者等の同意を得ているか。

適 否

(8)相談支援専門員は、サービス等利用計画案及び障害児支援に法第５条第８項に定める短期入所を位置付け
る場合にあっては、利用者の居宅における自立した日常生活又は社会生活の維持に十分留意するものとし、利
用者の心身の状況等を勘案して特に必要と認められる場合を除き、短期入所を利用する日数が年間180日を超
えないようにしているか。

12 指定計画相談 支
援におけるサービス
利用支援の方針

(7)ー２相談支援専門員は、障害児についてのアセスメントに基づき、当該地域における指定通所支援が提供
される体制を勘案して、当該アセスメントにより把握された解決すべき課題等に対応するための最も適切な福
祉サービス等の組合せについて検討し、右記を記載した障害児支援利用計画案を作成しているか。

(9)　相談支援専門員は、サービス等利用計画案に位置付けた福祉サービス等について、法第19条第１項に規
定する介護給付費等の対象となるかどうかを区分した上で、当該サービス利用計画案の内容について、利用者
又はその家族に対して説明し、文書により利用者等の同意を得ているか。

☑総合的な援助の方針（長期的な目標、短期的な目標） ☑生活全般の解決すべき課題

☑提供される福祉

○サービス等利用計画に記載している内容サービス等の目標及びその達成時期

☑福祉サービス等の種類、内容、量 　　☑福祉サービス等を提供する上での留意事項

(10)相談支援専門員は、サービス利用計画案及び障害児支援利用計画案を作成した際には、当該サービス利用
計画案及び障害児支援利用計画案を利用者等に交付しているか。

(11)　相談支援専門員は、支給決定又は地域相談支援給付決定を踏まえてサービス等利用計画案の変更を行
い、指定障害福祉サービス事業者等、指定一般相談支援事業者その他の者との連絡調整等を行うとともに、
サービス担当者会議の開催等により、当該サービス利用計画案の内容について説明を行うとともに、担当者か
ら、専門的な見地からの意見を求めているか。
※サービス担当者会議は、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができる。

(11)ー２相談支援専門員は、通所給付決定を踏まえて障害児支援利用計画案の変更を行い、指定障害児通所支
援事業者等その他の者との連絡調整を行うとともに、サービス担当者会議の開催等により、当該障害児支援利
用計画案の内容について説明を行うとともに、担当者から、専門的な見地からの意見を求めているか。
※サービス担当者会議は、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用して行うことができる。



適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

適 否

14 利用者等に対す
るサービス等利用計
画等の書類の交付

適 否

15 計画相談支援対
象障害者等に関する
市への通知

適 否

適 否

適 否

☑(1)　事業の目的及び運営の方針 　

☑(2)　従業者の職種､員数及び職務内容

☑(3)　営業日及び営業時間

☑(4)　指定計画相談等の提供方法及び内容並びに利用者等から受領する費用の種類及びその額

☑(6)　事業の主たる対象とする障害の種類を定めた場合には当該障害の種類

(3)12(1)から(7)まで及び(11)から(13)までの規定は、13(1)のサービス等利用計画の変更について準用しているか。

(4)相談支援専門員は、適切な福祉サービス等が総合的かつ効率的に提供された場合においても、利用者がそ
の居宅において日常生活を営むことが困難となったと認める場合又は利用者が指定障害者支援施設等への入所
又は入院を希望する場合には、指定障害者支援施設等への紹介その他の便宜の提供を行っているか。

※(2)従業者の「員数」は日々変わりうる
ものであるため、業務負担軽減等の観点か
ら、規程を定めるに当たっては、基準第3
条において置くべきとされる員数を満たす
範囲において、「○人以上」と記載するこ
とも差し支えない。（重要事項を記した文
書に記載する場合についても同様とす
る。）
※(7)の虐待の防止のための措置に関する
事項は、ア）虐待の防止に関する担当者の
選定 イ）成年後見制度の利用支援  ウ）
苦情解決体制の整備   エ）従業者に対す
る虐待の防止を啓発・普及するための研修
の実施（研修方法・研修計画等）  オ）虐
待の防止のための対策を検討する委員会
（以下「虐待防止委員会」という。）の設
置等に関することなどを指す。

適 否

(2)管理者は、当該指定特定相談支援及び障害児相談支援事業所の相談支援専門員その他の従業者に第1から第
3の規定を順守させるため必要な指揮命令を行っているか。

　事業所ごとに、次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する運営規程を定めているか。

☑(5)　通常の事業の実施地域

16 管理者の責務

17 運営規定

(5)-1相談支援専門員は、指定障害者支援施設、精神科病院等から退所又は退院しようとする利用者又はその
家族から依頼があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、必要な情報の提供
及び助言を行う等の援助を行っているか。

利用者等が他の指定特定相談支援もしくは障害児相談支援事業者の利用を希望する場合その他利用者等から申
出があった場合には、当該利用者等に対し、直近のサービス等利用計画及びその実施状況に関する書類を交付
しているか。

指定計画相談支援もしくは障害児相談支援を受けている対象障害者等が偽りその他不正な行為によって計画相
談支援給付費の支給を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付してその旨を市に通知している
か。

(1)　管理者は、当該指定特定相談支援及び障害児相談支援事業所の相談支援専門員その他の従業者の管理、
指定計画相談支援の利用の申込みに係る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を一元的に行っているか。

(13)相談支援専門員は、サービス等利用計画を作成した際には、当該サービス等利用計画を利用者等及び担当
者に交付しているか。

(1)　相談支援専門員は、サービス等利用計画の作成後、サービス等利用計画の実施状況の把握（モニタリン
グ（利用者についての継続的な評価を含む。））を行い、必要に応じてサービス利用計画の変更、福祉サービ
ス等の事業を行う者等との連絡調整その他の便宜の提供を行うとともに、新たな支給決定又は地域相談支援給
付決定が必要であると認められる場合には、利用者等に対し、支給決定又は地域相談支援給付決定に係る申請
の勧奨を行っているか。

(2)　相談支援専門員は、モニタリングに当たっては、利用者及びその家族、福祉サービス等の事業を行う者
等との連絡を継続的に行うこととし、法第５条第23項に規定する厚生労働省令で定める期間ごとに利用者の居
宅等を訪問し、利用者等に面接するほか、その結果を記録しているか。

(5)-2相談支援専門員は、指定障害児入所施設等から退所又は退院しようとする障害児又はその家族から依頼
があった場合には、居宅における生活へ円滑に移行できるよう、あらかじめ、必要な情報の提供及び助言を行
う等の援助を行っているか。

12 指定計画相談 支
援におけるサービス
利用支援の方針

13 指定計画相談支
援における指定継続
サービス利用支援の
方針



☑(7)　虐待の防止のための措置に関する事項

☑(8)　その他運営に関する重要事項

適 否

適 否

適 否

適 否

【R3から新設】

適 否

【ハラスメント対策の強化】※令和3年3月
「令和2年度障害福祉サービス事業者等説
明会資料」を参照
※別シート「基準改正に係る留意事項」を
参照すること。

適 否

【経過措置】※令和3年3月「令和2年度障
害福祉サービス事業者等説明会資料」  を
参照
※３年間（令和6年3月31日まで）の経過措
置期間あり。   ※別シート「基準改正に
係る留意事項」を参照すること。

適 否

適 否

20 設備及び備品等
適 否

※区分がされていなくても区画が明確に特
定されていれば足りる。

☑　健康診断の実施状況：年　　1　回

☑　感染症対策マニュアル

(2)事業所の設備及び備品等について、衛生的な管理に努めているか。

☑　使い捨ての手袋等感染を予防するための備品等

適 否

事業を行うために必要な広さの区画を有するとともに、サービスの提供に必要な設備及び備品等を備えている
か。

【R3から新設】

※(2)従業者の「員数」は日々変わりうる
ものであるため、業務負担軽減等の観点か
ら、規程を定めるに当たっては、基準第3
条において置くべきとされる員数を満たす
範囲において、「○人以上」と記載するこ
とも差し支えない。（重要事項を記した文
書に記載する場合についても同様とす
る。）
※(7)の虐待の防止のための措置に関する
事項は、ア）虐待の防止に関する担当者の
選定 イ）成年後見制度の利用支援  ウ）
苦情解決体制の整備   エ）従業者に対す
る虐待の防止を啓発・普及するための研修
の実施（研修方法・研修計画等）  オ）虐
待の防止のための対策を検討する委員会
（以下「虐待防止委員会」という。）の設
置等に関することなどを指す。

適 否

※原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者については、日々の勤務時間、職務の内容、常勤・非常勤の
別、管理者との兼務関係等を明確にすること。

(2)事業者は、事業所ごとに、当該事業所の相談支援専門員に指定計画相談支援及び障害児相談支援の業務を
担当させているか。（ただし、相談支援専門員の補助の業務については、この限りでない。）

(3)事業者は、相談支援専門員の資質の向上のために、その研修の機会を確保しているか。

(1)従業者の清潔の保持及び健康状態について必要な管理を行っているか。

☑　手指を洗浄するための設備

(3)事業者は、当該指定特定相談支援及び障害児相談支援事業所において感染症が発生し、又はまん延しない
ように、以下の措置を講ずるよう努めているか。

(4)事業者は、適切な指定計画相談支援及び障害児相談支援の提供を確保する観点から、職場において行われ
る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより従業
者の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じているか。

　(1)事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定計画相談支援及び障害児相談支援
の提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を
策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講ずるよう努めているか。

(2)事業者は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施
するよう努めているか。

(3)事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うよう努めているか。

(1)事業者は、利用者等に対し、適切な指定計画相談支援及び障害児相談支援を提供できるよう、事業所ごと
に、相談支援専門員その他の従業者の勤務の体制を定めているか。

17 運営規定

18 勤務体制の確保
等

19 業務継続計画の
策定等【R3から新
設】

21 衛生管理等

適 否

【経過措置】※令和3年3月「令和2年度障
害福祉サービス事業者等説明会資料」を参
照
※３年間（令和6年3月31日まで）の経過措
置期間あり
※別シート「基準改正に係る留意事項」を
参照すること。※「感染対策マニュアル・
業務継続ガイドライン等」（厚生労働省Ｈ
Ｐ）を参考



　　　

☑②感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。

☑③従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練を定期的に実施すること。

適 否

※体制整備加算を算定する場合について
は、各加算を算定するための要件となる研
修を終了した相談支援専門員を配置してい
る旨が分かるよう、併せて掲示すること。
※書面を当該事業所に備え付け、かつ、こ
れをいつでも関係者に自由に閲覧させるこ
とにより、掲示に代えることができる。
※見やすい場所とは、重要事項を伝えるべ
き利用者又はその家族等に対して見やすい
場所のこと。
※従業者の勤務体制については、職種ご
と、常勤・非常勤ごと等の人数を掲示する
趣旨であり、氏名まで掲示することを求め
るものではない。

適 否
※公表の方法については、ホームページに
よる掲載等

適 否

適 否
（措置の具体例）従業者等でなくなった後
においてもこれらの秘密を保持すべき旨
を、従業者の雇用時等に取り決める。

○同意の状況

□　契約書 ☑　重要事項説明書

24 広告
　当該事業者について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものとなっていないか。 適 否

適 否

適 否

適 否

(2)事業者は、従業者及び管理者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族
の秘密を漏らすことがないよう、必要な措置を講じているか。

(3)事業者は、サービス担当者会議等において、利用者又はその家族の個人情報を用いる場合は、あらかじめ
文書により当該利用者又はその家族の同意を得ているか。

☑　同意書

(1)事業者は、事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、基本相談支援及び計画相談支援、障害児相談支援
の実施状況、相談支援専門員の有する資格、経験年数及び勤務の体制その他の利用申込者のサービスの選択に
資すると認められる重要事項を掲示しているか。

(2)事業者は、（１）に規定する重要事項の公表に努めているか。

(1)事業所の従業者及び管理者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら
していないか。

□　その他（　　　　　　　　　　）※利用者の個人情報を用いる場合は利用者から、家族の個人情報を用い
る場合は家族から同意を得ること。

(1)事業者及び管理者は、サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の作成又は変更に関し、当該事業所の
相談支援専門員に対して特定の福祉サービス等の事業を行う者等によるサービスを位置付けるべき旨の指示等
を行っていないか。

(2)事業所の相談支援専門員は、サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の作成又は変更に関し、利用者
等に対して特定の福祉サービス等の事業を行う者等によるサービスを利用すべき旨の指示等を行っていない
か。

(3)事業者及びその従業者は、サービス等利用計画及び障害児支援利用計画の作成又は変更に関し、利用者に
対して特定の福祉サービス等の事業を行う者等によるサービスを利用させることの対償として、当該福祉サー
ビス等の事業を行う者等から金品その他の財産上の利益を収受していないか。

【R3から新設】
【経過措置】※令和3年3月「令和2年度障
害福祉サービス事業者等説明会資料」を参
照
※３年間（令和6年3月31日まで）の経過措
置期間あり
※別シート「基準改正に係る留意事項」を
参照すること。※「感染対策マニュアル・
業務継続ガイドライン等」（厚生労働省Ｈ
Ｐ）を参考

☑①感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことが

できるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について、従業者に周知徹底を図ること。
適 否

適 否

25 障害福祉サー ビ
ス事業者等からの利
益収受等の禁止

適 否

22 掲示

23 秘密保持等



○必要な措置

(2)上記(1)の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しているか。

○記　録

☑　対　応 ☑　担　当

適 否

適 否

適 否

適 否

○望ましいこと

□　救命講習等の受講

□　損害賠償保険への加入　　　□有（会社名　　　　　　　　　             ）　□無　

□　事業所へのＡＥＤの設置　　　（近隣にあり、緊急時に使用できる体制でも良い）　

(3)利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行っているか。 適 否

(1)提供したサービス等に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、苦情を受
け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じているか。

(3)提供したサービスに関し、市が行う報告若しくは文書その他の物件の提出若しくは提示の命令又は当該職
員からの質問若しくは事業所の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査（実地指導）に応じ、及び利用者又
はその家族からの苦情に関して市が行う調査に協力するとともに、市から指導又は助言を受けた場合は、当該
指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。

☑　受付日 ☑　苦情の内容

否

適 否

(4)提供したサービスに関し、市長が行う報告若しくは帳簿書類その他の物件の提出若しくは提示の命令又は
当該職員からの質問若しくは事業所の設備若しくは帳簿書類その他物件の検査（監査）に応じ、及び利用者又
はその家族からの苦情に関して市長が行う調査に協力するとともに、市長から指導又は助言を受けた場合は、
当該指導又は助言に従って必要な改善を行っているか。

(2)上記(1)の事故の状況及び事故に際して採った処置について、記録しているか。

☑　記録様式の整備○事例の有無　　　□　有　／　☑　無

(5)市又は市長から求めがあった場合には、(3)(4)の改善内容を市又は市長に報告しているか。

(6)社会福祉法第83条に規定する運営適正化委員会が同法第85条の規定により行う調査又はあっせんにできる
限り協力しているか。

(1)利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市、当該利用者の家族等に連絡を行うとと
もに、必要な措置を講じているか。

□　対応マニュアルの作成

26 苦情解決

27 事故発生時の対応

AEDについては未設置(事業所裏のさとうク
リニックに配置確認済)

適 否

※事故が生じた際にはその原因を解明し、
再発生を防ぐための対策を講じること。
(参考:「福祉サービスにおける危機管理
（リスクマネジメント）に関する取り組み
指針」（平成14年3月28日福祉サービスに
おける危機管理に関する検討会）

適 否

適

☑　説明文書への記載 ☑　事業所内の掲示



28 虐待の防止

適 否

【経過措置】※令和3年3月「令和2年度障
害福祉サービス事業者等説明会資料」を参
照※１年間（令和4年3月31日まで）の経過
措置期間あり
※別シート「基準改正に係る留意事項」を
参照すること。

適 否

適 否

適 否

29 会計の区分
　事業所ごとに経理を区分するとともに、当該事業の会計をその他の事業の会計と区分しているか。 適 否

(1)従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しているか。

☑　従業者に関する記録 ☑　設備、備品に関する記録

☑　会計に関する記録

○保存を要する記録

☑　連絡調整に関する記録（基準第15条） ☑　相談支援台帳

☑　市への通知に係る記録（基準第17条） ☑　事故の状況及び処置の記録（基準第28条）

☑　苦情の内容等に係る記録（基準第27条）

31 電磁的記録等
【R3から新設】

適 否

※この項目でいう書面とは、書面、書類、
文書、謄本、抄本、正本、副本、複本その
他文字、図形等人の知覚によって認識する
ことができる情報が記載された紙その他の
有体物をいう。
※別シート「基準改正に係る留意事項」を
参照すること。

適 否
※別シート「基準改正に係る留意事項」を
参照すること。

第４　変更の届出等

(2)指定特定相談支援事業者及びその従業者は、交付、説明、同意その他これらに類するもの（以下「交付
等」という。）のうち、基準省令の規定において書面で行うことが規定されている又は想定されているものに
ついては、当該交付等の相手方の承諾を得て、当該交付等の相手方が利用者である場合には当該利用者の障害
の特性に応じた適切な配慮をしつつ、書面に代えて、電磁的方法（電子的方法、磁気的方法その他人の知覚に
よって認識することができない方法をいう。）によることができるが、その場合は適切な方法により行ってい
るか。

(2)利用者に対するサービスの提供に関する諸記録を整備し、当該サービスを提供した日から５年間保存しているか。

(1)指定特定相談支援事業者及びその従業者は、作成、保存その他これらに類するもののうち、基準省令の規
定において書面で行うことが規定されている又は想定されるもの（次の(2)に規定するものを除く。）につい
ては、書面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子的方式、電磁的方式その他人の知覚によっては認識す
ることができない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。）に
より行うことができるが、その場合は適切な方法により行っているか。

・サービス等利用計画案及びサービス等利
用計画
・アセスメントの記録
・サービス担当者会議の記録
・モニタリングの結果の記録

適 否

事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、以下の措置を講ずるよう努めているか。

①当該事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等の活用可）の定期的な開
催、結果の従業者への周知徹底

②従業者に対する虐待防止のための定期的な研修実施

③上記①及び②に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置

適 否

【R3から新設】

30 記録の整備



適 否

※施行規則第34条の60第1項・事業所の名
称及び所在地・申請者の名称及び主たる事
務所の所在地並びにその代表者の氏 名、
生年月日、住所及び職名・申請者の登記事
項証明書又は条例等（当該指定に係る事業
に関 するものに限る）・事業所の平面
図・事業所の管理者及び相談支援専門員の
氏名、生年月日、住所及 び経歴・運営規
程

適 否

※施行規則第34条の60第3項
・廃止し、又は休止しようとする年月日
・廃止し、又は休止しようとする理由
・現に当該指定計画相談支援を受けてい
る者に対する措置
・現に当該指定計画相談支援を受けてい
る者の氏名、連絡先、受給者証番号及び
引き続き当該指定計画相談支援に相当
するサービスの提供を希望する旨の申出
の有無
・引き続き当該指定計画相談支援に相当
するサービスの提供を希望する者に対し、
必要な計画相談支援を継続的に提供する
他の指定特定相談支援事業者の名称
・休止しようとする場合は、休止の予定期
間

(1)指定特定相談支援事業者は、当該指定に係る特定相談支援事業所の名称及び所在地その他施行規則第34条
の60で定める事項に変更があったとき、又は休止した当該指定計画相談支援の事業を再開したときは、10日以
内に、その旨を市長に届け出ているか。

(2)指定特定相談支援事業者は、当該指定計画相談支援の事業を廃止し、又は休止しようとするときは、その
廃止又は休止の日の１月前までに、その旨を市長に届け出ているか。


